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  先進国の中でも群を抜いて高齢化が進む我が国が、さらに寿命を伸ば

し、約半数の人が 100 歳まで生きる可能性がある時代が来る。こうした「人

生 100 年時代」の構想への挑戦は、本格的な少子高齢化・超寿命社会・人

口減少社会への挑戦であり、現行の社会保障、教育や雇用など社会システ

ムを、子ども・若者から高齢者まで誰もが安心できる「全世代型の社会保

障」へと大きくシフトチェンジしていかねばならない。 

  

その重要なカギを握るのが「人づくり革命」、人材への投資である。こ

れまでも政府・与党をあげて、一億総活躍社会の実現や働き方改革に取り

組み、奨学金の充実、社会人の学び直しなど、「人への投資」に力を入れ

てきた。この流れを更に前へ押し進め、年齢や経済的事情にも左右されな

い、希望に応じて学び・働ける社会の実現こそが、我が国が取るべき道で

あると考える。また、その際、特に、制度と制度のはざまに陥り社会的に

孤立している方、様々な理由でスタートラインにすら立てない方に対して

最も温かな手を差し伸べることが必要である。 

 

 人への投資は、少子化克服につながるものであり、消費税率 10％引き

上げに伴う増収分等を活用し、十分な財源を確保すべきものと考える。 

  

ついては、以下の提言を新たな経済政策パッケージ並びに人生 100 時代

構想中間報告に最大限反映することを強く要請する。 
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1．子育て・教育にかかる費用負担の軽減 

 

（１）幼児教育無償化の実現 

就学前における全ての子どもの幼児教育無償化を、質を確保しつ

つ、着実に進める。 

具体的には、障害サービスや認可外保育施設、預かり保育を利用

する子どもを含む 3-5 歳児の保育料無償化を早期に実現する。0-2

歳児については保育の受け皿を整備し、待機児童を解消するととも

に、無償化を実施する。 

 

（２）「子育て安心プラン」・「放課後子ども総合プラン」の前倒し 

本年 6 月に公表した「子育て安心プラン」を前倒しし、平成 32

年度までに企業主導型保育など多様な保育の受け皿を 32 万人分整

備する等により、待機児童を解消する。保育士や幼稚園教諭等の処

遇改善等人材確保策をより一層推進する。 

認可外保育施設の認可化移行支援の促進、事故防止のための体制

強化に加え、更なる質の向上を実施するため、消費税分以外の必要

な財源を確保する。  

また、「放課後子ども総合プラン」に掲げる平成 31 年度までに約

30 万人分を新たに整備する目標を平成 30 年度末へと前倒しし、平

成 31 年度以降の新たな整備プランを策定する。 

 

（３）私立高校授業料の実質無償化 

年収 590 万円未満世帯の家庭の高校生については、私立高校授業

料が実質無償化となるよう、就学支援金の支給限度額を引き上げる。

高校生等奨学給付金における第 1子の給付額を第 2子以降の給付額

と同額まで拡充し、低所得世帯や多子世帯の教育費の負担軽減を図

る。 

子どもの学習支援事業を（高校中退を含む）高校生世代に拡げる

等大幅に拡充するとともに、社会的養護を必要とする子どもや生活

保護世帯の子どもの大学進学等を後押しする施策を講ずる。 

 

（４）大学生の奨学金の拡大等 

    家庭の経済的な事情により進学をあきらめることがないよう、返

済不要の給付型奨学金の給付額や対象人数を拡充するとともに、授

業料減免の大幅な拡充を図る。その際、低所得世帯のみならず、多
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子世帯や中所得世帯にも配慮した制度設計とする。 

また、給付型奨学金においては、学校推薦を不要とするなど支給

要件を緩和するとともに、中退防止の観点から、在学中に家計急変

した場合にも利用できるようにする。 

 

２．いつでも学び直しが出来る環境整備 

 

（１）職業訓練の充実、リカレント教育、生涯教育 

実社会の多様なニーズに応じた内容の職業訓練・リカレント教

育・インターシップ等を受ける機会を大幅に拡充する。有給教育休

暇の制度化や柔軟な受講が可能な e-learning 講座の拡充、時間外労

働の上限規制、学ぶために必要な費用の公的助成やより長期の訓練

期間の設定等により、業種転換・離職などを余儀なくされる人や障

がいなど様々な困難を抱えている人を含め希望する全ての人が学び

やすい環境を整備する。 

 

（２）夜間中学における学びの推進 

不登校などを理由に実質的に義務教育を受けることができなかっ

た既卒者の受け入れを全国で実現する。夜間中学の学生向けの就学

援助制度を創設し、全ての都道府県で少なくとも一箇所以上の夜間

中学を設置する。 

 

（３）学外での学びの推進 

大学在学中に就業やボランティア、海外留学等学外での学びを推

進するため、単位認定や休学中の授業料免除を推進する。 

 

３． 全世代型の社会保障への転換 

 

（１） 福祉人材の確保、育成・対策の強化 

介護職をはじめとする福祉人材の処遇改善、修学資金等の充実な

どによるキャリアアップや資格取得の促進、多様な人材な活用とと

もに、働きやすくやりがいのもてる職場づくりのための総合的な施

策、福祉職への社会的評価向上への取り組みを強力に推進する。 

 

（２）仕事と子育て等の両立支援等子育て支援の強化 

男性を含む育児休業取得を推進するとともに、育児休業後、テレ
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ワークや短時間勤務等柔軟な働き方で、無理なく職場に復帰できる

よう、支援の充実を図る。 

子育てと介護を同時に行うダブルケアに直面している家庭を支

援するため、ワンストップで相談・支援が受けられる体制を整備す

る。妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援を充実するため、

子育て世代包括支援センターの全国展開を図る。 

 

（３）ひとり親家庭への支援の充実 

ひとり親家庭を必要な支援に着実につなげるため、子育ての他就

労支援等暮らし全般の相談をワンストップで対応する窓口の設置を

促進する。 

児童扶養手当の支給回数を増やすとともに、全部支給の所得制限

限度額を引き上げる。事実婚によるひとり親家庭の保育料負担軽減

を図る。 

 

（４）フリーター・ニート・ひきこもり支援の強化 

    就職氷河期に就職できなかったフリーター等の正社員化支援や

職業訓練の充実を推進するとともに、地域若者サポートステーショ

ンにおいて、困難を抱えている一人一人に寄り添う支援ができるよ

う、対象年齢の引き上げや利用者の立場に立った制度の運用改善を

行う。 

 

（５）高齢者就労・地域活動への参加促進 

高齢者が体力や体調を踏まえつつ、意欲と能力、経験を生かして

柔軟に働く環境を整備する。 

また、シルバー人材センターの機能を強化し、学校教育や子育て

など高齢者が活躍出来る多様な活躍・就労の場づくりを進める。 

 

（６）多様な就労・社会参加の推進と民間活力の活用による地域課題の解決 

「地域共生社会」の実現を目指し、認知症、障がい、病気などに

より、一般就労が困難な場合にも、本人の希望に応じて、地域にお

いて役割を持ち、社会とのつながりを保つことができるよう、中間

的就労を含む多様な就労・社会参加を促進する。 

多様な民間主体が地域課題の解決に積極的に参画する環境を整備 

する観点から、地域課題の解決を目指す地域運営組織や協同労働を

推進するための法的基盤を整備する。また、ソーシャル・インパク
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ト・ボンドなど民間資金を活用した地域課題の解決の取組を促進す

るため、モデル事業の実施や成果指標の整備等を進める。 

 

（７）社会的孤立を防ぐ取組の推進 

 生活困窮や社会的孤立の芽を、地域住民や関係機関との連携によ

り、できるだけ早く発見し、支援につなげる包括的相談支援体制の

整備を進め、生活困窮者自立支援制度を中核とした新たなセーフテ

ィネットを構築する。 

 特に、貧困の連鎖防止・子どもの貧困対策の観点から、子どもの

学習支援を一とした世帯全体への支援や、就労・家計に関する支援、

居住・生活支援の一体的提供等支援の充実を図る。 

 

（８）健康寿命の延伸と健康格差の縮小 

    健康寿命の延伸のため、疾病予防・重症化予防と健康増進、介護

予防を中心とした予防・健康管理の取り組みを進め、ICT を活用し

た地域包括ケアシステムの構築を進める。地域や社会経済状況の違

いにより生じる健康格差を縮小する取り組みを進める。 


